
連結貸借対照表に関する 注記
１ ． 担保資産及び担保付債務

（ 1 ） 担保資産

現金及び預金 10 4百万円

販売用不動産 1 2 ,0 0 2百万円

建物及び構築物 5 ,1 1 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 1 7 ,6 5 5百万円

投資有価証券 4 ,5 0 6百万円

計 3 9 ,3 8 2百万円

（ 2 ） 担保付債務

短期借入金 1 8 ,0 2 8百万円

長期借入金 1 9 ,5 2 5百万円

計 3 7 ,5 5 4百万円

２ . 有形固定資産の減価償却累計額 3 8 ,7 3 1百万円

３ ． 偶発債務

保証債務

顧客住宅ローンに関する 抵当権設定登記完了等までの間の金融機関借入債務に対する連帯保

証債務 2 ,2 03 百万円

４ ． 連結会計年度末日満期手形等の会計処理

一部の連結子会社の事業年度末日は金融機関の休業日であり まし たが、 満期日に決済が行われた

も のと し て処理し ており ます。

当連結会計年度末日満期手形等は次のと おり であり ます。

受取手形 5百万円

電子記録債権 3 0百万円

支払手形 2 7百万円

電子記録債務 1 6 0百万円

５ ． 貸出コ ミ ッ ト メ ント 契約

当社は、 主要取引金融機関と 貸出コ ミ ッ ト メ ント 契約を締結し ており ます。

こ の契約に基づく 当連結会計年度末における借入未実行残高等は次のと おり であり ます。

貸出コ ミ ッ ト メ ント の総額 1 5 ,2 8 0百万円

借入実行残高 7 ,3 8 7百万円

差引額 7 ,8 9 3百万円

６ ． 当社は、 土地の再評価に関する法律（ 199 8年３ 月31日公布法律第3 4号） に基づき、 事業用土地

の再評価を行い、 土地再評価差額金を純資産の部に計上し ており ます。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（ 199 8 年３ 月31 日公布政令第1 19 号） 第２ 条第４ 号に定

める地価税の計算のために公表さ れた方法によ り 算定し た価額に合理的な調整を行う 方法

再評価を 行っ た年月日 2 0 02 年３ 月31 日

再評価を 行っ た土地の期末における時価と 再評価後の帳簿価額と の差額

1 ,5 39 百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１ ． 発行済株式及び自己株式に関する事項

（ 単位： 株）

当連結会計年度期首
株 式 数

当連結 会計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結会計 年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式
普 通 株 式

12 ,1 8 0 ,4 19 − − 1 2 ,1 8 0 ,4 1 9

自 己 株 式
普通株式(注) １ 、 ２

379 ,1 58 1 ,4 8 8 65 ,5 0 0 3 1 5 ,1 4 6

（ 注） １ ． 自己株式の増加1 ,48 8 株は、 単元未満株式の買取り 88 1 株及び譲渡制限付株式の無償取得
6 07株によるも のであり ます。

２ ． 自己株式の減少6 5 ,5 00 株は、 譲渡制限付株式報酬と し ての自己株式の処分によ るも のであ
り ます。

２ ． 配当に関する事項

（ 1 ） 配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金
の 総 額

配 当 の
原 資

１ 株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2024年６ 月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 47 2 百万円 利益剰余金 40 円
20 2 4年

３ 月3 1日
20 2 4年

６ 月2 8日

2024年11月７ 日
取 締 役 会

普通株式 29 6 百万円 利益剰余金 25 円
20 2 4年
9月3 0日

20 2 4年
12月５ 日

（ 2 ） 基準日が当連結会計年度に属する配当のう ち、 配当の効力発生日が翌連結会計年度と なるも の

次のと おり 、 決議を 予定し ており ます。

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金
の 総 額

配 当 の
原 資

１ 株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2025年６ 月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 47 4 百万円 利益剰余金 40 円
20 2 5年

３ 月3 1日
20 2 5年

６ 月3 0日
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金融商品に関する注記
１ ． 金融商品の状況に関する事項
（ 1 ） 金融商品に対する取組方針

当社グループは、 事業に必要な資金を 金融機関から の借入により 調達し ており ます。 また、 一

時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し ており ます。 デリ バティ ブ取引は後述するリ スク

を回避するために利用し 、 投機的な取引は行わない方針であり ます。

（ 2 ） 金融商品の内容及びそのリ スク

営業債権である 受取手形及び売掛金、 電子記録債権は、 顧客の信用リ スク に晒さ れており ま

す。 また、 外貨建ての営業債権は、 為替の変動リ スク に晒さ れており ますが、 外貨建ての商品

取引契約の範囲内で先物為替予約を利用し てヘッ ジし ており ます。

有価証券は、 預入期間３ ヶ 月以内の譲渡性預金であり ます。 投資有価証券は、 主に取引先企業

と の業務に関連する株式のほか、 外国債券、 投資信託を 保有し ており 、 それぞれ発行体の信用

リ スク 及び市場価額の変動リ スク に晒さ れており ます。

営業債務である 支払手形及び買掛金、 電子記録債務は、 １ 年以内の支払期日であり ます。 ま

た、 その一部には輸入に伴う 外貨建てのも のがあり 、 為替の変動リ スク に晒さ れており ます

が、 外貨建ての商品取引契約の範囲内で先物為替予約を利用し てヘッ ジし ており ます。

短期借入金は主に営業取引に係る運転資金の確保を 目的と し た資金調達であり 、 長期借入金は

運転資金の他、 設備投資等を目的と し た資金調達であり ます。 借入金の一部は、 変動金利であ

るため金利変動リ スク に晒さ れており ますが、 デリ バティ ブ取引(金利スワッ プ取引)を 利用し

てヘッ ジし ており ます。

デリ バティ ブ取引は、 外貨建ての営業債権債務に係る為替変動リ スク をヘッ ジする こ と を 目的

と し た先物為替予約取引、 借入金に係る 支払金利の変動リ スク に対するヘッ ジ取引を 目的と し

た金利スワッ プ取引であり ます。

なお、 ヘッ ジ会計に関する ヘッ ジ手段、 ヘッ ジ対象、 ヘッ ジの方針及びヘッ ジの有効性の評価

方法等については、「 連結計算書類の作成のための基本と なる重要な事項に関する注記 ４ ． 会

計方針に関する事項（ 7） 重要なヘッ ジ会計の方法」 に記載し ており ます。

（ 3 ） 金融商品に係るリ スク 管理体制

①信用リ スク (取引先の契約不履行等に係るリ スク )の管理

当社グループは、 与信管理等を 定めた社内規程に従い、 取引先毎に債権の期日管理及び残高管

理を 行う と と も に、 財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ ており ます。

デリ バティ ブ取引の利用にあたっ ては、 カ ウン タ ーパーティ ーリ スク を軽減するために、 格付

の高い金融機関と のみ取引を行っ ており ます。

当期の連結決算日現在の最大信用リ スク 額は、 信用リ スク に晒さ れる金融資産の貸借対照表価

額により 表わさ れており ます。

②市場リ スク (為替や金利等の変動リ スク )の管理

当社グループは、 外貨建ての商品取引契約に係る為替の変動リ スク に対するヘッ ジを 目的と し

た為替予約等、 借入金に係る支払金利の変動リ スク に対するヘッ ジを 目的と し た金利スワッ プ

取引を 利用し ており ます。 当該デリ バティ ブ取引に係る リ スク 管理は、 社内取扱要領によ り 、

為替予約取引については当社資材事業本部が行い、 金利スワッ プについては当社管理本部が行

っ ており ます。 取引状況は、 為替予約取引については当社管理本部には毎月、 当社取締役会に

は３ ヶ 月毎に報告し ており 、 金利スワッ プ取引については当社取締役会に３ ヶ 月毎に報告し て

おり ます。

投資有価証券のう ち株式については、 定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を 把握

すると と も に、 取引先企業と の関係を 勘案し て保有状況を継続的に見直し ており ます。

③資金調達に係る流動性リ スク (支払期日に支払いを実行でき なく なるリ スク )の管理

当社グループは連結子会社等から の報告に基づき 当社管理本部が適時に資金繰計画を 作成・ 更

新すると と も に手許流動性を確保するこ と などにより 、 流動性リ スク を管理し ており ます。
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（ 4 ） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り 込んでいるため、 異なる 前提条件等を採用す

るこ と によ り 、 当該価額が変動する こ と も あり ます。 また、「 ２ ． 金融商品の時価等に関する

事項」 におけるデリ バティ ブ取引に関する契約額等については、 その金額自体がデリ バティ ブ

取引に係る市場リ スク を示すも のではあり ません。

２ ． 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については、 次のと おり であり ます。 なお、 現金
及び預金は注記を 省略し ており 、 受取手形及び売掛金、 電子記録債権、 有価証券、 支払手形及び
買掛金、 電子記録債務、 短期借入金、 未払法人税等は、 短期間で決済さ れるも のであるため、 時
価は帳簿価額と 近似し ているこ と から 、 記載を省略し ており ます。

（ 単位： 百万円）

連結貸 借 対 照表
計 上 額 （ ※ １ ）

時価 （ ※１ ） 差額

（ １ ） 投資有価証券

その他有価証券 (※２ ) 7 ,0 4 1 7 ,0 4 1 −

（ ２ ） 長期借入金 （ 22 ,6 7 2 ） （ 2 2 ,6 8 2） 1 0

（ ３ ） デリ バティ ブ取引 (※３ ) 7 7 −

※１ 負債に計上さ れているも のについては、（ ） で示し ており ます。
※２ 市場価格のない株式等は、「 その他有価証券」 には含まれており ません。 当該金融商品の連結貸

借対照表計上額は以下のと おり であり ます。

（ 単位： 百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 3 ,4 7 2

※３ デリ バティ ブ取引によっ て生じ た正味の債権・ 債務は純額で表示し ており 、 合計で正味の債務
と なる項目については、（ ） で示し ており ます。

３ ． 金融商品の時価のレベルごと の内訳等に関する事項
金融商品の時価を 、 時価の算定に係るイ ンプッ ト の観察可能性及び重要性に応じ て、 以下の３ つ
のレベルに分類し ており ます。
レベル１ の時価： 観察可能な時価の算定に係るイ ンプッ ト のう ち、 活発な市場において形成さ れ

る当該時価の算定の対象と なる資産又は負債に関する相場価格により 算定し た
時価

レベル２ の時価： 観察可能な時価の算定に係るイ ンプッ ト のう ち、 レベル１ のイ ンプッ ト 以外の
時価の算定に係るイン プッ ト を用いて算定し た時価

レベル３ の時価： 観察できない時価の算定に係るイ ンプッ ト を使用し て算定し た時価

時価の算定に重要な影響を与えるイ ンプッ ト を複数使用し ている場合には、 それら のイ ンプッ ト
がそれぞれ属するレベルのう ち、 時価の算定における優先順位が最も 低いレ ベルに時価を分類し
ており ます。
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（ 1） 時価をも っ て連結貸借対照表計上額と する金融商品

（ 単位： 百万円）

区分
時価

レ ベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 7 ,0 3 2 − − 7 ,0 3 2

債券（ 社債） − 2 − 2

証券投資信託 − 6 − 6

デリ バティ ブ取引

通貨関連 − 7 − 7

資産計 7 ,0 3 2 16 − 7 ,0 4 9

（ 2） 時価をも っ て連結貸借対照表計上額と し ない金融商品

（ 単位： 百万円）

区分
時価

レ ベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 2 2 ,6 82 − 22 ,6 8 2

負債計 − 2 2 ,6 82 − 22 ,6 8 2

（ 注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係る インプッ ト の説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を 用いて評価し ており ます。 上場株式は活発な市場で取引さ れている ため、
その時価をレベル１ の時価に分類し ており ます。
債券は、 取引金融機関から 提示さ れた価格に基づいて算定し ており 、 レ ベル２ の時価に分類し て
おり ます。
証券投資信託は観察可能なイ ンプッ ト である公表さ れている基準価額を 用いて評価し ており 、 レ
ベル２ の時価に分類し ており ます。

デリ バティ ブ取引
為替予約の時価は、 為替レート 等の観察可能なイ ンプッ ト を 用いて算定し ており 、 レ ベル２ の時
価に分類し ており ます。 また、 金利スワッ プの特例処理によ るも のは、 ヘッ ジ対象と さ れている
長期借入金と 一体と し て処理さ れているため、 その時価は、 当該長期借入金の時価に含めて記載
し ており ます。

長期借入金
長期借入金の時価は、 元利金の合計額を、 新規に同様の借入を行っ た場合に想定さ れる 利率で割
り 引いた現在価値により 算定し ており 、 レベル２ の時価に分類し ており ます。
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賃貸等不動産に関する注記
１ ． 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社は、 神奈川県その他の地域において、 賃貸用の不動産（ 土地を含む。）
を有し ており ます。

２ ． 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位： 百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

3,7 8 6 4 ,2 16

（ 注） １ ． 連結貸借対照表計上額は、 取得原価から 減価償却累計額及び減損損失累計額を 控除し
た金額であり ます。

２ ． 当連結会計年度末の時価は、 固定資産税評価額等の適切に市場価格を 反映し ていると
考えら れる指標に基づく 価格で算定し たも のであり ます。

収益認識に関する注記
１ ． 顧客と の契約から 生じ る収益を分解し た情報

（ 単位： 百万円）

報告セグメ ント その他

(注)
合計

建築資材 住宅 計

売上高

建築資材 18 2 ,8 1 7 − 182 ,81 7 − 18 2 ,8 1 7

木材市場 265 − 26 5 − 2 6 5

マンショ ン − 1 8 ,4 7 6 1 8 ,47 6 − 1 8 ,4 7 6

一戸建住宅 − 1 2 ,6 3 6 1 2 ,63 6 − 1 2 ,6 3 6

管理その他 − 1 9 ,0 6 7 1 9 ,06 7 − 1 9 ,0 6 7

その他 − − − 9 ,17 4 9 ,1 7 4

顧客と の契約から

生じ る収益
18 3 ,0 8 2 5 0 ,1 8 0 2 3 3 ,26 3 9 ,17 4 24 2 ,4 3 8

その他の収益 − 6 16 61 6 − 6 1 6

外部顧客への売上高 18 3 ,0 8 2 5 0 ,7 9 6 2 3 3 ,87 9 9 ,17 4 24 3 ,0 5 4

（ 注）「 その他」 の区分は、 報告セグメ ン ト に含まれない事業セグメ ント であり 、 一般放送事業、 建築
工事事業及びソ フ ト ウェ ア開発・ 販売事業等を含んでおり ます。

２ ． 顧客と の契約から 生じ る収益を理解するための基礎と なる情報

「 連結計算書類の作成のための基本と なる 重要な事項に関する注記 ４ ． 会計方針に関する 事項

（ 5） 重要な収益及び費用の計上基準」 に記載のと おり であり ます。
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３ ． 顧客と の契約に基づく 履行義務の充足と 当該契約から 生じ るキャ ッ シュ ・ フ ローと の関係並びに

当連結会計年度末において存在する顧客と の契約から 翌連結会計年度以降に認識すると 見込まれ

る収益の金額及び時期に関する情報

（ 1 ） 契約資産及び契約負債の残高等

（ 単位： 百万円）

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期末残高

顧客と の契約から 生じ た債権 3 9 ,1 47 4 1 ,9 4 7

契約資産 1 07 1 4 6

契約負債 1 ,8 34 2 ,1 9 3

契約資産は、 主に、 一戸建住宅の工事請負契約等について、 期末日時点で工事の進捗により 収

益を 認識し ているが未請求の対価であり 、 工事が完了し 、 対価を 顧客に請求する時点で債権に

振り 替えら れます。 当該工事請負契約等に関する 対価は、 契約における 支払条件に基づいて請

求し 受領し ています。

契約負債は、 主に、 マン ショ ン、 一戸建住宅等の不動産売買契約等に基づいて、 顧客から 受け

取っ た手付金等の前受金に関する も のであり ます。 契約負債は、 収益の認識に伴い取り 崩さ れ

ます。

当連結会計年度に認識さ れた収益のう ち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,7 3 3 百

万円であり ます。

（ 2 ） 残存履行義務に配分し た取引価格

当社及び連結子会社では、 残存履行義務に配分し た取引価格については、 当初に予想さ れる契

約期間が１ 年を 超える重要な契約がないため、 実務上の便法を 適用し 、 記載を省略し ており ま

す。 また、 顧客と の契約から 生じ る対価の中に、 取引価格に含まれていない重要な金額はあり

ません。

１ 株当たり 情報に関する 注記

１ . １ 株当たり 純資産額 4 ,7 38 円89 銭

２ . １ 株当たり 当期純利益 2 42 円53 銭
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計算書類

貸 借 対 照 表
（ 2 0 2 5 年３ 月31日現在）

（ 単位： 百万円）

科 目 金 額

（ 資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金 及 び 契 約 資 産

有 価 証 券

商 品

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

什 器 備 品

立 木 造 林

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

8 3 ,48 2

12 ,1 4 4

2 ,4 7 8

11 ,2 1 2

21 ,4 1 0

4 ,5 0 0

5 ,8 8 9

20 ,3 4 1

3 3

1 ,2 6 1

9 0

5 ,1 4 0

△1 ,02 0

6 2 ,1 6 6

3 4 ,3 4 0

8 ,2 8 9

73 5

1 ,4 7 0

2 2

20 0

15 2

23 ,4 5 3

5

1 0

15 0

9 6

5 4

2 7 ,6 7 5

6 ,7 4 0

17 ,4 9 8

6 2

2 ,1 3 5

1 ,2 4 4

△5

資 産 合 計 14 5 ,6 4 8

科 目 金 額

（ 負 債 の 部）

流 動 負 債 69 ,37 0

支 払 手 形 2 ,87 4

電 子 記 録 債 務 1 5 ,54 4

買 掛 金 1 6 ,29 5

短 期 借 入 金 1 8 ,92 1

未 払 金 1 ,46 9

未 払 費 用 1 ,30 6

未 払 法 人 税 等 61 0

前 受 金 1 ,02 3

預 り 金 1 0 ,10 2

賞 与 引 当 金 88 5

役 員 賞 与 引 当 金 3 4

そ の 他 30 1

固 定 負 債 29 ,49 5

長 期 借 入 金 2 0 ,68 7

繰 延 税 金 負 債 81 3

再評 価 に 係る 繰 延 税 金 負債 1 ,96 9

退 職 給 付 引 当 金 56 2

そ の 他 5 ,46 2

負 債 合 計 98 ,86 5

（ 純 資 産 の 部）

株 主 資 本 46 ,60 0

資 本 金 24 ,43 3

資 本 剰 余 金 12 ,94 5

資 本 準 備 金 7 ,96 1

そ の 他 資 本 剰 余 金 4 ,98 4

利 益 剰 余 金 9 ,89 3

そ の 他 利 益 剰 余 金 9 ,89 3

土 地 圧 縮 積 立 金 19 4

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 45 5

繰 越 利 益 剰 余 金 9 ,24 3

自 己 株 式 △67 2

評 価 ・ 換 算 差 額 等 18 2

そ の 他 有価 証 券 評価差 額 金 1 ,59 3

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 5

土 地 再 評 価 差 額 金 △1 ,41 6

純 資 産 合 計 46 ,78 3

負 債 純 資 産 合 計 1 45 ,6 4 8

（ 注） 記載金額は、 百万円未満を切り 捨てて表示し ており ます。
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計算書類

損 益 計 算 書

（ 2 02 4年
2 02 5年

４
３

月
月

１
3 1

日から
日まで）

（ 単位： 百万円）

科 目 金 額

売 上 高 1 8 8 ,0 6 6

売 上 原 価 1 6 4 ,1 4 5

売 上 総 利 益 2 3 ,92 1

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2 0 ,77 3

営 業 利 益 3 ,14 8

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5 6

受 取 配 当 金 6 4 2

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2 6 8

そ の 他 2 2 9 1 ,19 8

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7 3 8

融 資 関 連 費 用 1 4 6

そ の 他 4 0 92 5

経 常 利 益 3 ,42 0

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3

補 助 金 収 入 6 3 9 64 2

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 6 0

減 損 損 失 8 3

シ ス テ ム 開 発 に 伴 う 損 失 4 5 0

関 係 会 社 株 式 評 価 損 7 0 6

関 係 会 社 清 算 損 6 1 3 1 ,91 5

税 引 前 当 期 純 利 益 2,14 8

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2 9 9

法 人 税 等 調 整 額 5 1 4 81 4

当 期 純 利 益 1 ,33 3

（ 注） 記載金額は、 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。
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株主資本等変動計算書

（ 2 0 2 4 年
2 0 2 5 年

４
３

月
月

１
3 1

日から
日まで）

（ 単位： 百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

土 地 圧 縮
積 立 金

償 却 資 産
圧 縮 積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2 0 2 4 年４ 月１ 日残高 2 4 ,4 3 3 7 ,9 6 1 5 ,0 0 0 1 2 ,9 6 1 1 9 7 2 0 9 ,0 8 7 9 ,3 0 5

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7 6 8 △7 6 8

当 期 純 利 益 1 ,3 3 3 1 ,3 3 3

土 地 圧 縮 積 立 金
の 取 崩

△2 2 −

償 却 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

4 3 7 △4 3 7 −

自 己 株 式 の 取 得

土 地 再 評 価
差 額 金 の 取 崩

2 3 2 3

償 却 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△3 3 −

自 己 株 式 の 処 分 △1 5 △1 5 −

株主資本以外の項目
の当期変動額（ 純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − △1 5 △1 5 △2 4 3 4 1 5 5 5 8 8

2 0 2 5 年３ 月31 日残高 2 4 ,4 3 3 7 ,9 6 1 4 ,9 8 4 1 2 ,9 4 5 1 9 4 4 5 5 9 ,2 4 3 9 ,8 9 3

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産
合 計自 己

株 式

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッ ジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・ 換算
差額等合計

2 0 2 4 年４ 月１ 日残高 △8 1 0 45 ,8 8 9 1 ,1 7 7 1 5 △1 ,3 4 2 △1 4 9 4 5 ,7 4 0

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7 6 8 △7 6 8

当 期 純 利 益 1 ,3 3 3 1 ,3 3 3

土 地 圧 縮 積 立 金
の 取 崩

− −

償 却 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

− −

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 △1

土 地 再 評 価
差 額 金 の 取 崩

2 3 2 3

償 却 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

− −

自 己 株 式 の 処 分 1 3 9 1 2 3 1 2 3

株主資本以外の項目
の当期変動額（ 純額）

4 1 6 △1 0 △7 3 3 3 1 3 3 1

当 期 変 動 額 合 計 1 3 8 7 1 0 4 1 6 △1 0 △7 3 3 3 1 1 ,0 4 2

2 0 2 5 年３ 月31 日残高 △6 7 2 46 ,6 0 0 1 ,5 9 3 5 △1 ,4 1 6 1 8 2 4 6 ,7 8 3

（ 注） 記載金額は、 百万円未満を切り 捨てて表示し ており ます。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ ． 資産の評価基準及び評価方法

（ 1 ） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法

なお、 譲渡性預金については取得原価

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のも の

時価法（ 評価差額は全部純資産直入法により 処理し 、 売却原価は移動平均法により 算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

（ 2 ） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品及び販売用不動産

主と し て個別法による 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法

により 算定）

未成工事支出金

個別法による原価法

２ ． 固定資産の減価償却の方法

（ 1 ） 有形固定資産（ リ ース資産を除く ）

定率法

ただし 、 1998 年４ 月１ 日以降に取得し た建物（ 附属設備を除く ） 並びに2 0 16 年４ 月１ 日以降

に取得し た建物附属設備及び構築物については定額法

なお、 耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と 同一の基準

（ 2 ） 無形固定資産（ リ ース資産を除く ）

社内における利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法

（ 3 ） 長期前払費用

定額法

３ ． 引当金の計上基準

（ 1 ） 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により 、 貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し 、 回収不能見込額を計上し ており ます。

（ 2 ） 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、 当期の負担すべき支給見込額を計上し ており ます。

（ 3 ） 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、 当期の負担すべき 支給見込額を計上し ており ます。
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（ 4 ） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える ため、 当期末における 退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、 当期末において発生し ていると 認めら れる額を計上し ており ます。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ せる方法に

ついては、 給付算定式基準によっ ており ます。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率

法により 費用処理し ており ます。

数理計算上の差異は、 各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10 年)に基づく 定率法により 、 それぞれ発生の翌事業年度から 費用処理するこ と と し ており

ます。

４ ． 収益及び費用の計上基準

当社の顧客と の契約から 生じ る収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（ 収益を認識する通常の時点） は以下のと おり であり ます。

（ 1 ） 建築資材事業

木材製品及び建材・ 住宅設備機器等(以下、「 商品」 と いいます。 )の販売は、 顧客と の取引基本

契約に基づき 、 商品を引き 渡す履行義務を 負っ ており ます。 当該履行義務は商品を 引き渡す一

時点で、 顧客が当該商品に対する支配を 獲得し て充足さ れると 判断し 、 顧客へ商品を 引渡し た

時点で収益を認識し ており ます。

ただし 、 一部の国内の販売において、 出荷時から 当該商品の支配が顧客に移転さ れる時までの

期間が通常の期間である場合には、 出荷時に収益を認識し ており ます。

（ 2 ） 住宅事業

マンショ ン及び一戸建住宅の販売は、 顧客と の不動産売買契約に基づき、 マンショ ンの各分譲

住戸又は一戸建住宅(土地付建物)の引き 渡し を行う 義務を負っ ており ます。 当該履行義務は物

件を引き 渡す一時点で充足さ れると 判断し 、 顧客へ物件を引渡し た時点で収益を認識し ており

ます。

５ ． その他計算書類の作成のための基本と なる重要な事項

（ 1 ） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、 決算日の直物為替相場により 円貨に換算し 、 換算差額は損益と し て処

理し ており ます。

（ 2 ） ヘッ ジ会計の方法

①ヘッ ジ会計の方法

繰延ヘッ ジ処理を採用し ており ます。 ただし 、 為替予約については振当処理の要件を 満たし て

いる場合は振当処理を、 金利スワッ プについては特例処理の要件を満たし ている場合は特例処

理を 採用し ており ます。

②ヘッ ジ手段と ヘッ ジ対象

為替予約…………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

金利スワッ プ……借入金

③ヘッ ジ方針

商品の外貨建取引に係る為替変動リ スク をヘッ ジする目的で為替予約を、 変動金利支払いの借

入金に係る金利上昇リ スク をヘッ ジする目的で金利スワッ プを行っ ており ます。

④ヘッ ジ有効性評価の方法

ヘッ ジ手段及びヘッ ジ対象について中間期末及び期末毎にヘッ ジ効果を 検証し ており ます。 な

お、 ヘッ ジ手段と ヘッ ジ対象に関する重要な条件が同一である場合には、 本検証を 省略し てお

り ます。
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（ 3 ） 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、 連結貸

借対照表におけるこ れら の会計処理の方法と 異なっ ており ます。

会計方針の変更
会計基準等の改正等に伴う 会計方針の変更

「 法人税、 住民税及び事業税等に関する会計基準」（ 企業会計基準第27 号 20 2 2 年1 0月28 日。 以下

「 2 022年改正会計基準」 と いいます。） 等を当事業年度の期首から 適用し ており ます。

法人税等の計上区分に関する改正については、 2 0 22 年改正会計基準第2 0 − ３ 項ただし 書き に定める

経過的な取扱いに従っ ており ます。 なお、 当該会計方針の変更による 計算書類への影響はあり ませ

ん。

重要な会計上の見積り
１ ． 棚卸資産の評価

（ 1 ） 当事業年度の計算書類に計上し た金額

商品 5 ,8 8 9百万円

販売用不動産 2 0 ,3 4 1百万円

評価損（ 売上原価） △6 3百万円

（ 2 ） 識別し た項目に係る重要な会計上の見積り の内容に関する情報

連結注記表「 重要な会計上の見積り １ ． 棚卸資産の評価」 に記載し た内容と 同一であり ます。

２ ． 固定資産の減損

（ 1 ） 当事業年度の計算書類に計上し た金額

有形固定資産 3 4 ,3 4 0百万円

無形固定資産 1 5 0百万円

減損損失 4 5 4百万円

なお、 減損損失計上額4 54 百万円のう ち、 37 0 百万円はソ フ ト ウェ ア仮勘定の減損処理による

減損損失であり 、 システム開発に伴う 損失4 50百万円に含めて表示し ており ます。

（ 2 ） 識別し た項目に係る重要な会計上の見積り の内容に関する情報

連結注記表「 重要な会計上の見積り ２ ． 固定資産の減損」 に記載し た内容と 同一であり ます。

３ ． 退職給付引当金

（ 1 ） 当事業年度の計算書類に計上し た金額

前払年金費用 2 ,1 3 5百万円

退職給付引当金 5 6 2百万円

（ 2 ） 識別し た項目に係る重要な会計上の見積り の内容に関する情報

連結注記表「 重要な会計上の見積り ３ ． 退職給付に係る 負債」 に記載し た内容と 同一であり

ます。
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貸借対照表に関する 注記
１ ． 担保資産及び担保付債務

（ 1 ） 担保資産

販売用不動産 1 2 ,0 0 2百万円

建物 3 ,8 7 7百万円

機械及び装置 0百万円

土地 1 5 ,4 0 5百万円

投資有価証券 4 ,4 7 0百万円

計 3 5 ,7 5 5百万円

（ 2 ） 担保付債務

短期借入金 1 7 ,7 6 3百万円

長期借入金 1 7 ,6 1 5百万円

計 3 5 ,3 7 9百万円

２ . 有形固定資産の減価償却累計額 2 1 ,4 2 1百万円

３ ． 偶発債務

保証債務

顧客住宅ローンに関する 抵当権設定登記完了等までの間の金融機関借入債務に対する連帯保

証債務 2 ,2 03 百万円

４ ． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5 ,6 0 7 百万円

短期金銭債務 10 ,0 7 2 百万円

長期金銭債務 96 百万円

５ ． 貸出コ ミ ッ ト メ ント 契約

主要取引金融機関と 貸出コ ミ ッ ト メ ント 契約を締結し ており ます。

こ の契約に基づく 当事業年度末における借入未実行残高等は次のと おり であり ます。

貸出コ ミ ッ ト メ ント の総額 15 ,2 8 0 百万円

借入実行残高 7 ,3 8 7 百万円

差引額 7 ,8 9 3 百万円

６ ． 土地の再評価に関する法律（ 199 8 年３ 月3 1日公布法律第34号） に基づき 、 事業用土地の再評価

を行い、 土地再評価差額金を純資産の部に計上し ており ます。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（ 199 8 年３ 月31 日公布政令第1 19 号） 第２ 条第４ 号に定

める地価税の計算のために公表さ れた方法によ り 算定し た価額に合理的な調整を行う 方法

再評価を 行っ た年月日 2002 年３ 月3 1日

再評価を 行っ た土地の期末における時価と 再評価後の帳簿価額と の差額

1 ,53 9百万円
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損益計算書に関する 注記
関係会社と の取引高

売上高 7 ,4 9 0百万円

仕入高 5 ,8 3 0百万円

その他の営業取引高 4 ,4 4 8百万円

営業取引以外の取引高 71 0百万円

株主資本等変動計算書に関する 注記
自己株式に関する事項

（ 単位： 株）

当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 37 9 ,1 5 8 1 ,4 8 8 6 5 ,5 0 0 3 1 5 ,1 4 6

（ 注） １ ． 普通株式の増加1 ,48 8 株は、 単元未満株式の買取り 8 8 1株及び譲渡制限付株式の無償取得
6 07株によるも のであり ます。

２ ． 普通株式の減少6 5 ,5 00 株は、 譲渡制限付株式報酬と し ての自己株式の処分によ るも のであ
り ます。

税効果会計に関する 注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
有形固定資産 1 ,6 1 9百万円
投資有価証券 1 ,4 6 5百万円
貸倒引当金 3 22百万円
賞与引当金 2 53百万円
無形固定資産 1 73百万円
商品 1 17百万円
税務上の繰越欠損金 70百万円
未払事業税 51百万円
譲渡制限付株式報酬等 30百万円
販売用不動産 4百万円
その他 4 64百万円

繰延税金資産小計 4 ,5 7 4百万円

評価性引当額 △3 ,6 3 1百万円
繰延税金資産合計 9 43百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △6 97百万円
前払年金費用 △6 71百万円
償却資産圧縮積立金 △2 09百万円
土地圧縮積立金 △89百万円
有形固定資産 △69百万円
その他 △19百万円

繰延税金負債合計 △1 ,7 5 6百万円
繰延税金資産の純額 △8 13百万円
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関連当事者と の取引に関する注記
（ 単位： 百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（ 被所有） 割合

関連当事者
と の関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

㈱セレ ッ ク ス
所有
間接 1 00 .0 ％

役 員 の 兼 任
資金の寄託預り

資 金 の 寄 託 預 り
(注)

5 ,5 0 0 預 り 金 5 ,5 0 0

ナ イ ス プ レ カ

ッ ト ㈱

所有
直接 1 00 .0 %

役 員 の 兼 任
資 金 の 貸 付

資 金 の 貸 付
(注)

1 ,8 7 0

流 動 資 産
「 そ の 他」

1 ,3 0 0

資 金 の 回 収
(注)

2 ,3 4 0

ス マ ー ト パワ

ー㈱

所有
直接 1 00 .0 %

資金の寄託預り

資 金 の 寄 託 預 り
(注)

1 ,4 6 0

預 り 金 4 4 0

預 り 金 の 払 戻 し
(注)

1 ,3 4 0

リ ナイ ス㈱
所有
間接 1 00 .0 ％

役 員 の 兼 任
資 金 の 貸 付

資 金 の 貸 付
(注)

1 ,7 4 1

流 動 資 産
「 そ の 他」

2 ,1 1 9

資 金 の 回 収
(注)

1 ,5 0 0

（ 注） 資金の貸付及び資金の寄託預り については、 市場金利を 勘案し て利率を 合理的に決定し ており

ます。

収益認識に関する注記

顧客と の契約から 生じ る収益を理解するための基礎と なる情報は、 連結注記表「 収益認識に関す

る注記」 に同一の内容を記載し ているため、 注記を 省略し ており ます。

１ 株当たり 情報に関する 注記
１ . １ 株当たり 純資産額 3 ,9 4 2円8 7銭
２ . １ 株当たり 当期純利益 11 2円6 0銭
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第７６期（2024 年４月１日から 2025 年３月 31日まで） 

 

事 業 報 告 に 係 る 
附 属 明 細 書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ナ イ ス 株 式 会 社 
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第７６期 事業報告に係る附属明細書 
（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで） 

 

会社役員の他の法人等の業務執行取締役等との重要な兼職の状況 

区  分 氏     名 兼 職 先 兼 職 の 内 容 関   係 

取 締 役 清 水 利 浩 テ ク ノ ワ ー ク ス 株 式 会 社 代 表 取 締 役 競業関係 

 鈴 木 信 哉 ノースジャパン素材流通協同組合 理  事  長 競業関係 

 小 久 保 崇 弁護士法人小久保法律事務所 代 表 社 員  

 濱 田 清 仁 よ つ ば 総 合 会 計 事 務 所 パ ー ト ナ ー  

 田 村 潤 10 0 年プランニング株式会社 代 表 取 締 役  

監 査 役 中 川 秀 宣 T M I 総 合 法 律 事 務 所 パ ー ト ナ ー  

 野 間 幹 晴 一橋大学大学院経営管理研究科 教    授  

（注） 清水利浩氏は、2024 年 10 月６日付でテクノワークス株式会社の代表取締役に就任しております。 
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第76期（2024年４月１日から2025年３月31日まで） 
 

計算書類に係る附属明細書 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナイス株式会社 
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１. 有形固定資産および無形固定資産の明細 
（単位：百万円） 

区
分 

資産の種類 
期 首 帳 簿 
価 額 

当 期 
増 加 額 

当 期 
減 少 額 

当 期 
償 却 額 

期 末 帳 簿 
価 額 

減 価 償 却 
累 計 額 

有
形
固
定
資
産 

建 物 7,839 1,401 
440 

(47)
511 8,289 15,747 

構 築 物 674 184 31 93 735 2,631 

機 械 及 び 装 置 549 1,024 22 81 1,470 2,011 

車 両 運 搬 具 0 32 0 10 22 50 

什 器 備 品 210 71 
1 

(0)
79 200 980 

立 木 造 林 155 － 2 － 152 － 

土 地 23,691 2 
241 

(34)
－ 23,453 － 

リ ー ス 資 産 － 6 － 0 5 0 

建 設 仮 勘 定 109 10 109 － 10 － 

計 33,230 2,733 
848 

(83)
775 34,340 21,421 

無
形
固
定
資
産 

ソ フ ト ウ ェ ア 116 44 － 63 96 264 

ソフトウェア仮勘定 443 19 
408 

(408)
－ 54 － 

計 559 63 
408 

(408)
63 150 264 

（注）「当期減少額」欄の（ ）は内数で、減損損失の計上額であります。 
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２. 引当金の明細 
（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸 倒 引 当 金 1,293 362 630 1,025 

賞 与 引 当 金 807 885 807 885 

役 員 賞 与 引 当 金 26 34 26 34 

退 職 給 付 引 当 金 393 562 393 562 

 

３. 販売費および一般管理費の明細 
（単位：百万円） 

科     目 金     額 摘     要 

支 払 運 賃 4,185  

倉 敷 料 127  

広 告 宣 伝 費 990  

販 売 促 進 費 396  

市 場 費 1  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2  

役 員 報 酬 246  

給 料 5,596  

賞 与 835  

役 員 賞 与 1  

賞 与 引 当 金 繰 入 額 885  

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 34  

退 職 給 付 費 用 264  

法 定 福 利 費 1,189  

厚 生 費 84  

保 険 料 248  

支 払 手 数 料 2,690  

水 道 光 熱 費 95  

通 信 費 171  

交 通 費 366  

消 耗 品 費 255  

修 繕 費 110  

租 税 公 課 476  

交 際 費 69  

事 業 税 296  

地 代 家 賃 466  
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減 価 償 却 費 582  

雑 費 100  

計 20,773  
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別紙３ 

 

リナイス株式会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 

 



 

 

 

事業報告 
 
 

第17期 
 
 

2024年4月1 日から 
2025年3月31日まで 

 

 

 
リナイス株式会社 

 



事 業 報 告 

 

（2024年4月1日から2025年3月31日まで） 
 
（景況感） 

当期における我が国経済は、インバウンド需要の拡大や雇用・所得環境の改善などを受け、緩やかな回
復基調を示しました。一方、ウクライナ情勢や中東情勢などの地政学的リスクに加え、米国の政策動向な
どによる世界経済の下振れリスクにより、国内経済の先行きは不透明な状況です。 
 
（住宅業界動向） 

住宅関連業界におきましては、新設住宅着工戸数の減少傾向が続く中、2024 年の着工戸数はリーマン・
ショック以来 15 年ぶりに 80 万戸を下回る低水準で推移するなど、今後の動向が懸念されます。 
 
 

１. 当社の現況に関する事項 

（1）当期の主な戦略（重点目標）と成果及び反省 
①仕入進捗状況 

マンション仕入件数  計画 132 戸   実績   96 戸(計画比 72.7％) 
                    前期実績 89 戸 
期末在庫  空室 39 戸 1,479 百万円 → 再販・仕入決済予定含 ４6 戸 1,922 百万円 

賃貸 25 戸  821 百万円 → 同上         29 戸  1,036 百万円 
前期よりナイス以外ルートでの仕入に特化しており、大手仲介等に切ﾘ替えし前年並みの仕入計
上数を確保しました。現状、専任媒介の無い住友不動産オークションでの仕入が主力となってお
ります。具体的には媒介が取得された仕入情報は価格が合えば仕入確率が高く、無視できない状
況となっています。 
 

②再販売進捗状況 

    再販実績は目標120戸に対し実績92戸となり未達となりました。昨今リノベーション物件は競

合が多く販売苦戦するケースも多いです、仕入の際競合の少ないエリアでは早期販売が可能、

競合の多いエリアではリフォーム内容に特色を付加する等の対策が必要です。再販出口の状況

を早期判定し必要な物件へはリフォームのグレード向上等柔軟対応が求められます。当期の反

省から来期活動を整理し強化推進します。 

 
    マンション再販売上金額  計画 5,016,000千円  実績 4,401,320千円(計画比87.7％) 
                          件数  計画 120戸      実績 92戸(計画比76.7％） 
 
 
 



 

   ③その他の状況 

    ア.売上総利益 

リフォーム代は高止まりでの推移ですが、マンション再販利益率は通期実績11.5％となり 

事業計画11.5％を達成できています(売上総利益率の推移：前期11.9％、前々期12.5％）。 

また、不動産賃貸収入は在庫不足により減収となっています。 

売上総利益    計画 576,840千円(利益率11.5％) 実績 505,220千円(利益率11.5％)     

不動産賃貸収入  計画  63,600千円         実績   34,921千円(計画比54.9%) 

イ.補助金等の利用状況 

補助金・不動産取得税還付・消費税仕入控除の利用状況について 

補助金は「子育てエコホーム支援事業」を活用し年間4,441千円を雑収入として計上しま

した。「不動産取得税還付」は前年に続き申請し年間12,027千円の還付で租税公課を戻し      

計上しています。最後に消費税申告での仕入控除「居住用賃貸建物の譲渡による仕入控

除」は年額34,573千円となり租税公課を戻し計上致しました。 

 

(2）設備投資の状況 

当期における新たな設備投資はありませんでした。 

 

(3) 期末における借入の状況 

借入先 借入額（千円） 

ナイス株式会社 2,119,000 

 

(4）財産および損益の状況の推移                                             （単位：千円） 

区分 2022年3月度 

第14期 

2023年3月度 

第15期 

2024年3月度 

第16期 

2024年3月度 

第16期（当事業年度） 

売上高 3,537,495 4,668,131 4,298,622 4,437,171 

経常利益 72,861 101,769 44,409 79,475 

当期純利益 48,362 67,269 29,685 55,262 

1株当たり 

当期純利益 

241,810円22銭 336,349円23銭 148,425円2銭 276,313円91銭 

総資産 3,053,556 2,510,515 2,182,541 2,438,680 

純資産 373,269 240,539 203,224 248,487 

 



 

(5）主要な事業内容 

中古マンションの買取再販事業 
 
 

２. 会社の株式に関する事項 

（1）会社が発行する株式の総数００００    ２００株 

（2）発行済株式の総数００００００００００２００株 

（3）当期末株主数００００００００００００００１名 

（4）株主 

株主名 持株数 持株比率 

ナイスアセット株式会社 200株 100％ 
 
 

３. 会社役員に関する事項 

（1）取締役および監査役の氏名等（当期末現在） 

氏名 地位および担当 重要な兼職の状況 

大川一司 代表取締役社長 

原口洋一 取 締 役  ナイス㈱ 住宅事業本部  

本部長 

松下勝則 取 締 役  ナイスコミュニティー㈱ 

代表取締役 

長井智一 取 締 役 ナイス㈱ 住宅事業本部  

副本部長 

若林茂樹 取 締 役          

保科輝彦 監 査 役  ナイス㈱住宅事業本部 総務部 

部長 

              

                                                                                      以上 



第17期 計 算 書 類 等
自　2024年04月01日

至　2025年3月31日

リナイス株式会社

－　1　－



貸　借　対　照　表

（2025年3月31日現在）

（単位：円）

勘　定　科　目 金　　額 勘　定　科　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流　動　資　産 2,420,998,446  流　動　負　債 2,185,674,452  

47,959,034  15,022,700  

至　2023年12月31日 2,300,701,011  2,119,000,000  

48,736,526  

22,310,600  

146,875  11,087,442  

8,290,100  

1,144,400  17,515,000  

14,700,000  

59,210  

固　定　資　産 17,682,076  固　定　負　債 4,519,000  

2  4,519,000  

165,000  

1,800,410  負　債　合　計 2,190,193,452  

10,110,000  （純資産の部）

5,606,664  株　主　資　本 248,487,070  

10,000,000  

30,000,000  

208,487,070  

208,487,070  

208,487,070  

純 資 産 合 計 248,487,070  

2,438,680,522  負債・純資産合計 2,438,680,522  

仮 払 金

未収還付消費税等

未 回 収 金 前 受 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等仮 払 源 泉 税

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産 短 期 借 入 金

未 払 消 費 税

その他利益剰余金

資 本 準 備 金

資 本 金

買 掛 金

切 手 等 貯 蔵 品

1年内返済予定 長期借入金

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 資 産

資　産　合　計

利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金

繰越利益剰余金

受 入 保 証 金什 器 備 品

敷 金

ソフトウェア建設
仮 勘 定

預 り 金

差 入 保 証 金
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損　益　計　算　書

自　2024年04月01日

至　2025年3月31日

（単位：円）

勘　定　科　目 金　　　　　　額

4,437,171,221  

期 首 棚 卸 高 2,067,649,434  

当 期 仕 入 高 4,129,151,676  

期 末 た な 卸 高 2,300,701,011  3,896,100,099  

売 上 総 利 益 541,071,122  

439,669,781  

営 業 利 益 101,401,341  

受 取 利 息 57,479  

そ の 他 11,758,270  11,815,749  

借 入 利 息 33,742,014  

そ の 他 33,742,014  

経 常 利 益 79,475,076  

79,475,076  

24,799,599  24,799,599  

△ 587,306  △ 587,306  

55,262,783  

法人税､住民税及び事業税

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
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株主資本等変動計算書

自　2024年04月01日

至　2025年3月31日

（単位：円）

株主資本

そ　の　他
利益剰余金

繰　　　越
利益剰余金

10,000,000 30,000,000 30,000,000 163,224,287 163,224,287 203,224,287 203,224,287

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 0 △10,000,000 △ 10,000,000 △ 10,000,000 △ 10,000,000

当 期 純 利 益 55,262,783 55,262,783 55,262,783 55,262,783

0 0 0 45,262,783 45,262,783 45,262,783 45,262,783

10,000,000 30,000,000 30,000,000 208,487,070 208,487,070 248,487,070 248,487,070

注記

１、当期末における発行済株式数 200 株

２、配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 配当金総額 基準日 効力発生日

2024年6月28日 10,000,000 2024年3月31日 2024年6月28日

2024年3月31日残高

当 期 変 動 額 合 計

2025年3月31日残高

株主資本合計
純資産合計

利益剰余金

資 本 金

資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

資本準備金
利益剰余金
合　　　計
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重要な会計方針に係る 事項に関する 注記

１ ． 資産の評価基準及び評価方法

　 有価証券

　 　 子会社株式･･････････････移動平均法によ る 原価法

　 　 その他有価証券（ 時価のないも の） ････････移動平均法によ る 原価法

２ ． 固定資産の減価償却の方法

　 　 ( 1) 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く ） ･･･････定率法

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 なお、 耐用年数及び残存価額については法人税法に

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　  規定する 方法と 同一の基準

　 　 ( 2) 無形固定資産( リ ース 資産を 除く )  

　 　 　 　 ソ フ ト ウ ェ ア･･･････社内における 利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法

　 　 ( 3) 長期前払費用･･････････････････････････定額法

３ ． 引当金の計上基準

賞与引当金

　   従業員賞与の支給に備える ため、 当期の負担すべき 支給見込額を 計上し ており ま す。

４ ． 消費税等の会計処理

　 　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ ており ま す。 ただし 、 資産に係る

　 　 控除対象外消費税等は、 期間費用と し て処理し ており ま す。

個別注記表

リナイス株式会社




